高等学校学習指導要領改訂にともなう教科「商業」における教員採用選考試験問題の考察 : 会計分野における科目内容の変更点と教科専門Ⅰ及びⅡの問題動向 by 冨田 律夫
63
高等学校学習指導要領改訂にともなう教科「商業」における教員採用選考試験問題の考察
1　はじめに
高等学校学習指導要領は25年度から完全実
施されている。各高校においては、新教育課
程とともに新しい教科書により授業改善が図
られている。教科「商業」においては、学習
分野の名称や科目内容についてかなりの変更
･ 改善が行われた。現在の高校 1 年生及び 2
年生は新教育課程による教科書（新教科書）
を用いて、3 年生は旧教育課程による教科書
（旧教科書）を用いて学習を進めている。27
年度からは、全学年が新教育課程により教育
活動が行われることとなる。今回の改訂で、
教科「商業」においては分野の名称が「簿記
会計分野」は「会計分野」に変更され、科目
構成は 4 科目から 5 科目となった。基礎的な
内容にとどまらず「専門性の深化」を視野に
入れた内容が相当増えている。
しかし、教員採用選考試験を受験する学生
は、旧教育課程にもとづく科目を履修し現在
に至っている。このような状況の中で、試験
が実施されているため、教職を志す学生に
とって、教科専門の問題動向が気になるとこ
ろである。ついては、今回の改訂による科目
内容の変更点をよく理解した上で過去問題の
分析を行い、愛知県公立学校教員採用選考試
験の第一次試験における教科専門Ⅰ及び第二
次試験における教科専門Ⅱの今後の問題動向
を考察する必要がある。あわせて、「簿記実
践演習」を計画し、「会計分野」の問題につ
いて全問正解を目指す実践を行うことによ
り、研究にとどまることなく実践による成果
を期待していくことにしたい。
2　会計分野における科目の変更　
商業科の科目編成（抜粋）は次の通りであ
る。
（図01）高等学校学習指導要領解説商業編平
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3　「簿記」における内容の変更につい
て
旧教科書「高校簿記」に対し新教科書「高
校簿記」では、主に次の変更・追加をした。（1）（2）
（1）会計担当者は、適正な会計処理を行い会
計情報を提供する重要な役割と責任をもつこ
と、会計に携わる専門的な職業人の社会的な
使命や責任を追加した。
（2）簿記の目的について、財政状態及び経営
成績を明瞭に表示することに加え「財産管理」
を追加した。財産の記録の視点から補助簿の
高等学校学習指導要領改訂にともなう教科「商業」における
教員採用選考試験問題の考察
―会計分野における科目内容の変更点と教科専門Ⅰ及びⅡの問題動向―
冨田　律夫（非常勤講師）
64
愛知大学教職課程研究年報　第 4 号　2014
意味や役割を確実に指導することとした。（3）
（3）「取引」の意味が拡大した。これまで、「契
約や注文」は簿記上の取引ではなかったが、
金融商品に関しては「契約段階」で取引とす
る会計処理がなされることとなった。（4）
（4）資産と負債の差額を「純資産」とした。
従来の貸借対照表等式は「資産＝負債＋資本」
から「資産＝負債＋純資産」、従来の資本等
式は「資産－負債＝資本」から「資産－負債
＝純資産」という純資産等式へ変化した。た
だし、純資産は、資産から負債を差し引いた
差額であり、これまで通り簿記の授業では、
純資産を資本として扱うこととなった。（5）（6）
（5）損益計算書の「当期純利益」及び「売上
総利益」は、「赤」で記入しなければならな
い記述を外した。実務では黒字で記入される
ことが多いことによる。（7）
（6）例外処理である繰延資産計上について
は、学習内容から外した。創立費・開業費・
株式交付費・社債発行費は費用処理を原則と
し、繰延資産は例外処理の取り扱いとした。
（7）貸倒償却勘定に代えて、「貸倒引当金繰入」
または「貸倒損失」勘定を用いることとした。
一般に多く使用されている勘定を用いること
による。（8）
（8）これまでの「営業費」に代えて「販売費
及び一般管理費」とした。財務諸表に表示さ
れる「販売費及び一般管理費」の意味と種類
を当初から習得させることを意図する。（9）
（9）他店商品券、予約販売、減価償却費の計
算方法について定率法の説明が加わった。
（10）「簿記」の学習内容の発展として、「株
式会社の記帳」の単元を取り入れ、剰余金の
処理の中に剰余金の配当を含めている。（10）
（図02）高等学校学習指導要領新旧対照表　第11簿記　文部科学省　P439　P440
第11　「簿記」の内容（新）
　（1）簿記の基礎
　　ア　簿記の概要
　　イ　資産・負債・純資産と貸借対照表
　　ウ　収益・費用と損益計算書
　　エ　簿記一巡の手続
　（2）取引の処理
　　ア　現金・預金
　　イ　商品売買
　　ウ　債権・債務
　　エ　固定資産
　　オ　個人企業の純資産と税
　　カ　販売費及び一般管理費
　（3）決算
　　ア　決算整理
　　イ　財務諸表の作成
　（4）本支店会計
　　ア　本店・支店間の取引
　　イ　財務諸表の合併
　（5）会計帳簿と帳簿組織
　　ア　会計帳簿
　　イ　伝票
　　ウ　仕訳帳の分割
第10　「簿記」の内容（旧）
　（1）簿記の基礎
　　ア　簿記の意味、目的、歴史
　　イ　資産・負債・資本と貸借対照表
　　ウ　収益・費用と損益計算書
　　エ　簿記一巡の手続
　（2）取引の記帳
　　ア　現金・預金
　　イ　商品売買
　　ウ　債権・債務
　　エ　固定資産
　　オ　個人企業の資本と税金
　　カ　営業費
　　キ　本支店会計
　（3）決算
　　ア　決算整理
　　イ　財務諸表
　（4）帳簿と帳簿組織
　　ア　帳簿
　　イ　伝票
　　ウ　仕訳帳の分割
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4　「会計」の名称変更⇒「財務会計Ⅰ」
及び内容の変更について
旧教科書「高校会計」に対し新教科書「財
務会計Ⅰ」では、主に次の変更・追加をし
た。（11）（12）
（1）財務会計の機能は利害調整と情報提供と
し、その役割は会計責任の遂行とした。（13）
（2）新学習指導要領では、会計の歴史が削除
された。しかし、教科書には残した。（14）
（3）国際会計基準委員会の設置を踏まえ、国
内の会計基準の概略を理解させることとし
た。
（4）資産及び負債、時価について、その説明
が増えている。（15）
（5）株式交付費、創立費、開業費、社債発行
費は、これまで繰延資産としてきたが、今回
からは営業外費用とした。
（6）満期保有目的の債券の期末評価は、「償
却原価法による」と短く明記し、期末に 1 回
だけ適用することとした。（16）
（7）賞与引当金削除、役員賞与引当金を追加。
（8）純資産の部は、Ⅰ株主資本、Ⅱ評価・換
算差額等、Ⅲ新株予約権の区分になった。
（9）仕訳の際、株式払込剰余金勘定は資本準
備金勘定を使用することとなった。
（10）自己株式の消却、評価・換算差額等、
新株予約権の説明と会計処理が加わった。
（11）「会計実務」の教科書から「連結財務諸
表の作成」の単元が移動した。その関係で、「負
ののれん発生益」が追加された。
（12）「収益と費用の認識と測定」が明記され
た。「収益と費用の認識」について説明の際「現
金の収入・支出に関係なく」から「現金の収
入・支出の時点にかかわらず」と変更された。
「収益と費用の測定」については、いわゆる「収
支額基準」を説明することとなった。（17）
（図03）高等学校学習指導要領新旧対照表　第12財務会計Ⅰ　文部科学省　P441
第12　「財務会計Ⅰ」の内容
　（1）財務会計の基礎
　　ア　企業会計の意義と役割
　　イ　財務会計の機能
　　ウ　会計法規と会計基準
　（2）貸借対照表
　　ア　資産
　　イ　負債
　　ウ　純資産
　　エ　貸借対照表の作成
　（3）損益計算書
　　ア　損益計算の意味と損益の区分
　　イ　収益・費用の認識と測定
　　ウ　損益計算書の作成
　（4）連結財務諸表
　　ア　連結財務諸表の目的と連結の範囲
　　イ　連結財務諸表作成の基礎
　（5）財務諸表活用の基礎
　　ア　財務諸表分析の意義
　　イ　財務諸表の見方
第11　「会計」の内容
　（1）会計の基礎
　　ア　企業と会計
　　イ　株式会社の会計
　　ウ　会計法規と企業会計制度
　（2）貸借対照表
　　ア　資産
　　イ　負債と資本
　　ウ　貸借対照表の作成
　（3）損益計算書
　　ア　損益計算の意味と基準
　　イ　経常損益と特別損益
　　ウ　損益計算書の作成
　（4）財務諸表の活用
　　ア　財務諸表の意味
　　イ　財務諸表の見方
　　ウ　連結財務諸表
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5　「会計実務」の名称変更⇒「財務会
計Ⅱ」及び内容の変更について　
旧教科書「会計実務」に対し、新教科書「財
務会計Ⅱ」の目次及び年間指導計画案からは
主に次の変更・追加を類推した。（18）（19）
（1）会計基準について、国内の基準の特徴と
国際会計基準への対応の歴史が追加された。
（2）資産の評価基準において、現在価値を紹
介し企業価値の評価・計算の単元で再掲した。
（3）金融債権の評価方法の内容を充実した。
（4）減損の会計処理やリース会計が追加され
た。 
（5）企業結合会計と吸収合併の内容を充実し
た。
（6）連結財務諸表の作成について、持分の変
動及び持分法による会計処理まで踏み込ん
だ。
（7）財務諸表の活用として、連結情報の分析
や株価指標を活用した判断手法を取り上げ
た。
（8）法人税の計算のしくみや申告と納付は削
除され、「ビジネス実務」に移行した。 
（9）監査のしくみや手続き、職業会計人の社
会的な役割を説明し、法令遵守と倫理観を踏
まえた会計処理を強調した。
（10）名称変更にとどまらず、「専門性の深化」
を視野に内容の充実が図られている。
（図04）高等学校学習指導要領新旧対照表　第13財務会計Ⅱ　文部科学省　P442　P443
第13　「財務会計Ⅱ」の 内容
　（1）財務会計の基本概念と会計基準
　　ア　財務諸表の作成・表示の考え方
　　イ　資産負債アプローチと収益費用アプローチ
　　ウ　会計基準の国際的統合
　（2）貸借対照表に関する会計
　　ア　資産会計
　　イ　負債・純資産会計
　　ウ　外貨換算会計
　　エ　リース会計
　　オ　税効果会計
　（3）キャッシュ・フロー計算書
　　ア　資金繰りとキャッシュ・フロー計算書
　　イ　キャッシュ・フロー計算書の作成
　（4）企業集団の会計
　　ア　企業結合会計の意義と合併会計
　　イ　連結財務諸表の作成
　（5）財務諸表の活用
　　ア　企業価値と財務諸表分析
　　イ　連結財務諸表分析
　　ウ　財務諸表分析と株価
　（6）監査と職業会計人
　　ア　会計責任と監査
　　イ　職業会計人の職務
第13　「会計実務」の内容
　（1）企業のグループ化と会計
　　ア　企業のグループ化
　　イ　連結財務諸表の作成
　　ウ　連結情報の利用
　（2）国際化と会計
　　ア　会計の国際化
　　イ　外貨建取引の会計
　（3）情報化と会計
　　ア　コンピュータを利用した会計
　　イ　資金に関する情報
　（4）税と会計
　　ア　税の概要
　　イ　法人税の計算
　　ウ　法人税の申告と納付
6　「原価計算」における内容の変更に
ついて
旧教科書「原価計算」に対し新教科書「原
価計算」では、主に次の変更・追加をし
た。（20）（21）
（1）個別原価計算において、公式法変動予算
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を採用した製造間接費配賦差異の分析につい
て、予算差異及び操業度差異が追加され
た。（22）
（2）総合原価計算において、度外視法による
減損と仕損の処理が加わった。（23）
（3）減損及び仕損は、工程の始点または途中
発生、工程の終点で発生した場合を例示し
た。（24）
（4）標準原価計算において、製造間接費差異
の分析は 4 分法を説明している。また、標準
原価計算を採用した場合の損益計算書作成が
明記され原価差異の表示が加わった。（25）
（5）直接原価計算を採用している場合の損益
計算書作成が明記されているが、旧教科書よ
りも内容を充実した。（26）
（6）原価予測は、「管理会計」に移行したた
め発展学習として取り扱われている。
（7）変更の項目こそ少ないが、その内容は豊
富である。「知識技術の定着」を図る視点か
ら検定と関連づけて考察を行うと、全商簿記
1 級原価計算の範囲に加え、日商簿記 2 級の
範囲に対応できる内容となった。
7　「管理会計」の新設 　
新教科書「管理会計」の目次及び年間指導
計画案から主に新しく取り扱う内容を類推し
た。（27）
（1）全体的に「専門性の深化」を視野に入れ
た学習内容となった。財務諸表作成とともに
判断能力の向上を意図した内容が含まれた。
（2）直接標準原価計算が新しく加わった。
（3）原価分解について内容を充実した。
（4）短期利益計画の発展内容として、販売原
価・販売量・変動費・固定費の 4 つの要素に
（図05）高等学校学習指導要領新旧対照表　第14原価計算　文部科学省　P444　P445
第14　「原価計算」の内容（新）
　（1）原価と原価計算
　　ア　原価の概念と原価計算
　　イ　製造業における簿記の特色と仕組み
　（2）原価の費目別計算
　　ア　材料費の計算と記帳
　　イ　労務費の計算と記帳
　　ウ　経費の計算と記帳
　（3）原価の部門別計算と製品別計算
　　ア　個別原価計算と製造間接費の計算
　　イ　部門別個別原価計算
　　ウ　総合原価計算
　（4）製品の完成・販売と決算
　　ア　製品の完成と販売
　　イ　工場会計の独立
　　ウ　製造業の決算
　（5）標準原価計算
　　ア　標準原価計算の目的と手続
　　イ　原価差異の原因別分析
　　ウ　損益計算書の作成
　（6）直接原価計算の基礎
　　ア　直接原価計算の目的と損益計算書の作成
　　イ　短期利益計画
第12　「原価計算」の内容（旧）
　（1）原価と原価計算
　　ア　原価と原価計算
　　イ　製造業における簿記の特色と仕組み
　（2）原価の費目別計算
　　ア　材料費の計算と記帳
　　イ　労務費の計算と記帳
　　ウ　経費の計算と記帳
　（3）原価の部門別計算と製品別計算
　　ア　個別原価計算
　　イ　部門別個別原価計算
　　ウ　総合原価計算
　（4）製品の完成・販売と決算
　　ア　製品の完成と販売
　　イ　製造業の決算
　（5）原価情報の活用
　　ア　原価管理と標準原価計算
　　イ　利益計画と直接原価計算
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ついて分析を行う感度分析が加わった。
（5）利益の最大化のために製品販売の組み合
わせを考える最適セールス・ミックスについ
て学習することとした。
（6）編成された予算と実績の違いについて、
差異分析を行う予算実績差異分析が加わっ
た。
（7）代替案の評価について、意思決定いわゆ
る判断する力を養う分野が新設された。
（8）設備投資の経済計算について、時間価値
を考慮する方法まで踏み込んだ内容となっ
た。
（9）活動基準原価計算、品質原価計算、ライ
フサイクル・コンサルティングを追加した。
8　過去 5年間における採用試験問題
の分析
（1）「教科専門Ⅰ」における出題内容について、
列挙するとともに出題されている旧教科書名
を【　】に示すこととする。
ア26年度（28）
ア仕訳の問題
①会社設立の際、株式発行にともなう資本金
計上及び株式交付費の繰延資産処理【簿記】
②直接法による減価償却資産（備品）の売却
にともなう売却損益及び未収金計上【簿記】
③平均原価法を採用している売買目的有価証
券の売却にともなう売却損益計上【会計】
④商品の仕入にともない約束手形の裏書譲渡
及び為替手形の振り出し含めた支払い【簿記】
イ以下の計算式を使用する計算問題　
①売上原価【簿記】　②期末資本【簿記】
ウ正しい語句を選択する問題
（図06）高等学校学習指導要領新旧対照表　第15管理会計　文部科学省　P446　P447
第15　「管理会計」の内容
　（1）管理会計の基礎
　　ア　管理会計の目的
　　イ　管理会計と原価計算
　（2）直接原価計算
　　ア　直接原価計算と全部原価計算
　　イ　直接標準原価計算
　（3）短期利益計画
　　ア　原価予測の方法
　　イ　損益分岐分析と感度分析
　　ウ　利益の最大化
　（4）予算編成と予算統制
　　ア　企業予算の編成
　　イ　予算統制
　（5）経営意思決定と戦略的原価計算
　　ア　経営意思決定の概要
　　イ　特殊原価調査
　　ウ　戦略的原価計算
なし
（図07）「簿記」の計算問題に使用する主な計算式
資産－負債＝資本 ････（期首及び期末）
総収益－総費用＝純利益
総収益＝当期純売上高＋その他の収益
総費用＝売上原価＋営業費＋その他の費用
売上原価＝期首商品棚卸高＋当期純仕入高－期末商品棚卸高
期末資本－（期首資本＋追加元入額－引出額）＝純利益
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満期保有目的債券の評価・償却原価法【会計】
エ個別原価計算に関する問題
製品別生産日程を示す製造指図書から仕掛
品勘定及び製品勘定の記入【原価計算】
イ25年度（29）
ア仕訳の問題
①配当金領収証の受け取り【会計】
②直接法・定額法による減価償却資産（備品）
の下取りと除却【会計】
③所得税及び固定資産税、火災保険料支払い
について、店舗と家計の負担分【簿記】
④当座預金残高証明書と当座預金残高を一致
させるための未渡小切手【会計】
イ計算問題
使用する主な計算式は26年度と同じ
①　仕入高【簿記】　②　期首の現金【簿記】
ウ正しい語句を選択する問題
①会社設立後の新株発行に要した費用である
株式交付費の説明【会計】
②繰越利益剰余金を原資として配当する場
合、その配当額の一定額を利益準備金として
計上する規定【会計】
エ貸借対照表からの計算問題
①「のれん」の代価【会計】　②取得後の当
座比率【会計】
オ相互配賦法による部門費振替表の問題
①第 1 製造部門への補助部門費第 1 次配賦額
【原価計算】
②第 2 製造部門の製造部門費合計【原価計算】
ウ24年度（30）
ア仕訳の問題
①文房具の購入にともなう仕訳について、決
算時に当期の使用額を費用に振り替える方法
を用いる場合の処理【簿記】
②桟橋の完成・引き渡しにともない、既払い
分と未払い分の支払い【会計】
③本店集中計算制度を採用している場合の支
店相互間の取引について、売掛金を小切手で
受け取った際の本店の仕訳【簿記】
④売買目的で購入していた社債について、償
還期限内の途中売却にともなう端数利息を含
めた代金の月末受け取り【簿記】
イ計算問題
　使用する主な計算式は26年度と同じ
①　売上原価【簿記】
②　売掛金回収不能額【簿記】
ウ貸借対照表からの計算問題
4 社の当座資産・棚卸資産をはじめ自己資
本までの金額から
① 4 社のうち流動比率が最も高い会社名【会計】
② 4 社のうち固定比率がもっとも良好な会社
の比率【会計】
エ正しい語句を選択する問題
①株式会社において、資本金に計上しない部
分の資本剰余金の分類【会計】
②企業会計原則の一般原則について、総括的
･ 基本的な原則としての真実性の原則【会計】
オ製造原価報告書及び損益計算書に関する問
題
材料・労務費・経費に関する原価項目をは
じめ仕掛品・製品の金額、材料消費価格差異
を売上原価に振り替える資料から
①製造原価報告書の当期経費【原価計算】　
②損益計算書の売上原価【原価計算】
エ23年度（31）
ア仕訳の問題
70
愛知大学教職課程研究年報　第 4 号　2014
① 出張旅費の精算にともない、概算額との
差額の受け取り【簿記】
② 商品の発送にともない、一部荷為替の取
り組み【簿記】
③ 株式会社における発行社債について、抽
選償還決定時の処理【会計】
④ 間接法・定率法による減価償却資産（備品）
の下取りと新規購入【会計】
イ計算問題
使用する主な計算式は26年度と同じ
①　期末資本【簿記】　②　期首資本【簿記】
ウ正しい語句を選択する問題
①商品・製品などの取得原価について、費用
配分の原則【会計】
②棚卸資産に評価方法について、正当な理由
なしに変更することは継続性の原則に反する
ことを説明【会計】
エ売価還元原価法を採用した計算問題
原価及び売価による期首商品・仕入高・期
末商品をはじめ販売管理費・営業外費用から
①期末商品棚卸高（原価）【会計】　②営業利
益【会計】
オ単純総合原価計算に関する問題
①平均法を採用した場合の完成品総合原価
【原価計算】
②先入先出法を採用した場合の月末仕掛品原
価【原価計算】
オ22年度（32）
ア仕訳の問題
① 商品売り渡しにともない、一部代金につ
いて約束手形の受け取り及び当店振り出しの
約束手形の受け取り、先方負担の発送費支払
い【簿記】
②間接法による減価償却資産（備品）の一時
的保管及び除却【会計】
③売掛金の期日前受け取りにともなう売上割
引計上【会計】
④かつて購入した備品の代金を本日支払った
処理【簿記】
イ計算問題
使用する主な計算式は26年度と同じ
①仕入高【簿記】　②期首負債【簿記】
ウ正しい語句を選択する問題
①価格上昇時、売上原価が大きく、期末商品
棚卸高が小さくなる後入先出法【簿記】
②一定期間同じ単価が適用される総平均法
【簿記】
エ貸借対照表及び期首商品・仕入高・売上高・
当期純利益から
①当座比率【会計】　②売上高総利益率【会計】
オ損益分岐点に関する問題
1 個あたりの売上高及び変動費、損益計算
書から
①損益分岐点の売上数量【原価計算】　②目
標利益を達成するための売上高【原価計算】
（2）「教科専門Ⅱ」における出題内容について、
列挙するとともに出題されている旧教科書名
を【　】に示すこととする。
ア26年度（33）
ア仕訳の問題
①建物の修繕にともなう資本的支出と収益的
支出及び修繕引当金の取り崩し【会計】
②普通社債の満期日における利息の支払い及
び償却原価法による満期償還【会計】
③決算時、税込方式による消費税の納付額確
定にともなう仮払分と仮受分の精算【会計】
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④割引手形の不渡りによる銀行からの償還請
求額及び利息の支払い【会計】
イ本支店の各損益計算書と未達事項及び付記
事項から、内部取引の相殺及び内部利益の控
除を行った上、本支店合併損益計算書におけ
る費用・収益の一部資料からの計算問題
①期末商品棚卸高【会計】　②売上総利益【会
計】　③借方の合計金額【会計】　
ウ単純総合原価計算表の完成問題。当月の生
産・販売及び原価データから、月末仕掛品原
価の評価方法は先入先出法を用い、製品の庫
出単価の計算は平均法により
①月初仕掛品【原価計算】　②月末仕掛品【原
価計算】　③完成品原価【原価計算】
イ25年度（34）
ア仕訳の問題
①当店が保有する他店商品券と他店が保有す
る当店商品券の交換及び精算【簿記】
②販売を委託された商品の受け取り及び引取
運賃の支払い【会計】
③期日前に売掛金を受け取った際、売上割引
としてなかったための訂正仕訳【会計】
④子会社株式について財政状態悪化にともな
う実質価額による評価替え【会計】
イ損益計算書からの計算問題及び割賦販売に
関する計算問題
①売上高総利益率【会計】
②当期から割賦販売を行い、回収基準により
仕訳処理している場合において、当期割賦売
上高の未回収高に含まれる原価【会計】
ウ特殊仕訳帳に関する問題
当座預金出納帳・売上帳・仕入帳・受取手形
記入帳・支払手形記入帳を特殊仕訳帳として
用いる場合、貸借の摘要欄（諸口、合計欄を
含む）の金額について一部算出額を参照の上
①当座預金出納帳における「収入欄」の売上
欄の金額【簿記】
②当座預金出納帳における「支出欄」の合計
額【簿記】
③売上帳における売掛金欄の金額【簿記】　
④仕入帳における当座預金欄の金額【簿記】
エ標準原価計算
製品 1 単位あたりの標準製造間接費・予算・
生産データ・当月実績データを用いて、変動
予算による差異分析（四分法）
①予算差異【原価計算】　②変動費能率差異
【原価計算】　③操業度差異【原価計算】
ウ24年度（35）
ア仕訳の問題
①鉱業権取得後の当期分の鉱業権償却の仕訳
【会計】
②船荷証券の転売にともなう為替手形の受け
取り【簿記】
③建物の改良と修繕にともなう資本的支出と
収益的支出【会計】
④決算時、税抜き方式による消費税の納付額
確定にともなう仮払分と仮受分の精算【会計】
イ工事進行基準による当期の工事収益額【会
計】
ウ繰越商品・仕入・棚卸減耗費・商品評価損
の各勘定記入の一部記入済額から
①繰越商品借方「仕入」への振替額【会計】　
②仕入勘定貸方「損益」への振替額【会計】
③棚卸減耗費勘定貸方の「損益」への振替額
【会計】
④商品評価損勘定借方の勘定科目【会計】　
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⑤当期の売上総利益【会計】
エ個別原価計算に関する問題
製品別生産日程を示す製造指図書から仕掛
品勘定及び製品勘定の記入【原価計算】
エ23年度（36）
ア仕訳の問題
①商品の仕入れにともなう約束手形の裏書譲
渡及び為替手形の振り出し【簿記】
②現金過不足勘定の現金不足分について、通
信費の金額過小記入の判明【簿記】
③未収利息の再振替仕訳【簿記】
④社債発行にともなう入金及び発行諸費用支
払い【簿記】
イ本支店の元帳勘定残高と決算整理事項（棚
卸減耗費を売上原価の内訳科目処理を含む）
及び未達事項から、内部取引の相殺及び内部
利益の控除を行った上、
①本支店合併後の期末商品棚卸高【会計】　
②本支店合併後の売上総利益【会計】
ウ高低点法による原価分解
過去 6 ケ 月の生産･販売量及び総原価から
①製品 1 単位あたりの変動費【原価計算】　
②月間の固定費【原価計算】
③原価分解後の月間損益分岐点売上高【原価
計算】
オ22年度（37）
ア仕訳の問題
①当店が保有する他店商品券と他店が保有す
る当店商品券の交換及び精算【簿記】
②生命保険料と火災保険料の支払いについ
て、個人と店舗の負担分【簿記】
③間接法による減価償却資産（備品）の売却
について、代金未収とともに第 3 期首帳簿価
額から取得原価及び減価償却累計額をもとめ
売却損益を計上【簿記】
イ企業会計原則における一般原則を答える問
題
①保守主義の原則【会計】　②単一性の原則
【会計】
ウ標準原価計算
製品 1 単位あたりの標準原価・予算・生産デー
タ・当月実際データを用いて、変動予算によ
る差異分析（三分法）
①材料消費価格差異【原価計算】　②予算差
異【原価計算】　③操業度差異【原価計算】
エ繰越商品・仕入・売上の期末勘定残高並び
に決算整理事項の期末商品棚卸高（帳簿棚卸
数量・実地棚卸数量・原価・正味売却価額）
から
①商品評価損【会計】　②営業費用としての
棚卸減耗費【会計】
③損益計算書の売上総利益【会計】
9　出題傾向の考察
愛知県公立学校教員採用選考試験受験案内
に、「教科専門Ⅰ」は「教科に関する基本的
知識」、「教科専門Ⅱ」は「教科（科目）に関
する専門的知識」を問う内容とある。（38）
（1）過去問題からは、「教科専門Ⅰ」と「教
科専門Ⅱ」の境界線が定かでない。「教科専
門Ⅰ」の中には難度が高い問題が見られ、「教
科専門Ⅱ」において出題したいものがある。
いずれにしても、「教科専門Ⅰ及び教科専門
Ⅱ」は、旧教科書の「簿記」「会計」「原価計
算」の範囲から出題されている。具体的には、
準拠問題集や全商検定用模擬問題集も斟酌し
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ている。
（2）「商業に関する学科設置校」の主要な高
校20校における教育課程表を調査すると、「ビ
ジネス基礎」「簿記」「情報処理」をすべて履
修している。「ビジネス基礎」は原則履修科
目であり、基礎的科目としての取り扱いはこ
れまでと変わらない。しかし、「簿記」「情報
処理」は今回の改訂により「基礎的な科目」
とした文言をなくしたが、履修状況に変化は
ない。とりわけ、商業を学ぶものにとって、
簿記の知識が必要不可欠との認識は定着して
おり、すべて履修していることは納得できる。
ついては、この分野からの出題傾向に大きな
変化はなく、配点も変わらないものと推定で
きる。
（3）4 科目から 5 科目構成となったが、現段
階では、新教科書から新しい内容は特に出題
されていない旨判断している。しかし、今後
は、新教科書に移行した項目はこれまで通り
出題されることは想定され、さらに後述する
問題が出題される機会がくると考える。 
（4）「教科専門Ⅰ」について
ア解答の仕方は選択式である。問題にある解
答群から正しい番号を「OCR 解答用紙」に
記入する。選択式にしやすい設問が工夫され
ている。ついては、複数の特殊仕訳帳への記
帳や伝票の起票・集計など複数の補助簿を利
用し紙面を多く要する問題や連続して記帳し
ていく設問は出題を避ける傾向にある。
イ正解は 1 つである。しかし、不正解の数値
は筋道を立てて計算されているので勘違いし
やすくなっている。
ウ簿記会計分野における配点は39点（教科専
門Ⅱは33点）、この傾向は変わらないと考え
る。ただし、教科専門Ⅰにおいて、割引料計
算、歩合算、手数料計算、度量衡等簿記と若
干関連する計算問題の 6 点を加えると、相当
の得点確保が見込まれる。
エ出題は、旧教科書の他に準拠問題集や全商
検定用模擬問題集を斟酌しているが、「専門
性の深化」を視野に入れた「会計実務」から
は出題されていない。経理科出身者が有利と
なることを避けるなど特定の学科が有利にな
らないように配慮している。
オ問題を大別すると、「簿記」と「会計」か
らは、仕訳、計算問題、正しい語句を選択す
る問題を含め 4 問程度、「原価計算」から 1
問となっている。
カ「簿記」の計算問題に使用する主な計算式
は、自在に使いこなせる力量が問われる。「営
業費」を採用しており、新教科書の「販売費
及び一般管理費」は用いていない。
キ「会計」「原価計算」の計算問題は、財務
諸表（貸借対照表または損益計算書）分析に
関する当座比率、流動比率、固定比率、売上
高総利益率の他、のれんの代価、売価還元法
や損益分岐点に関する出題がなされている。
ク繰延資産の取り扱いについては、「支出額
は一時の費用とせず、数期間の費用として処
理する」との「ただし書き」があり、旧教科
書から出題されている。
ケ「原価計算」から仕訳の出題はない。
（5）「教科専門Ⅱ」について
ア解答の仕方は記述式である。「教科専門Ⅰ」
と異なり紙面の量を気にせず出題している。　　
イ「教科専門Ⅰ」同様、旧教科書の他に準拠
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問題集や全商検定用模擬問題集を斟酌してい
る。「会計実務」からは出題されていない。
特定の学科出身者が有利となることを避けて
いる。
ウ「会計」「原価計算」の計算問題は、財務
諸表（貸借対照表または損益計算書）分析に
関する売上高総利益率の他、割賦販売回収基
準に関すること、工事進行基準による当期工
事収益額、標準原価計算における製造間接費
差異分析、高低点法による原価分解に関する
出題がされている。
エ配当にともなう準備金計上の処理は、旧教
科書から出題されている。
オ日商 2 級レベルは、「受託販売」、生産工程
を示す製造指図書から仕掛品・製品の記入、
部門費振替表（補助部門費は自部門に配賦し
ない）の作成などが出題されている。
カ「純資産」を使用していない。
キ「原価計算」から仕訳の出題はない。
10　簿記実践演習及びその成果
「教科専門Ⅰ及び教科専門Ⅱ」における簿
記会計分野に対する対策講座として簿記実践
演習を計画した。その募集案内について掲示
物（抜粋）を作成した。
さらに、「商業科教育法」履修者及び参加
者に実施要項（抜粋）を配付した。
過去問題の解説や問題演習さらに後述の模
擬問題を解答するなど全問正解を目指し展開
した。成果として次のことがいえる。
（1）参加している全学生は、商業に関する学
科出身で高校時代に学んだことを思い起こす
契機となり、問題の取り組みに違和感なく自
然になじむことができた。
（2）基礎的な問題から応用力が必要な問題へ
と作問を行い、演習を繰り返したことで解答
する時間を短くすることができた。
（3）新教科書の範囲から想定される問題を幾
つか解くことにより、力量の向上が図られた。
（4）採用試験レベルの模擬問題を解く力量が
備わり、問題動向の理解とともに全問正解を
目指す道筋ができつつある。
（図08）教員採用試験合格のための簿記実践演習（掲示用）
教員採用試験合格のための簿記実践演習　
1 目的　教科「商業」の教科専門Ⅰ及びⅡに出題される「簿記」問題について全問正解を目指す
2 内容　①教科専門Ⅰ及び教科専門Ⅱの理解
　　　　②過去問題の解答解説
　　　　③模擬問題の演習
3 対象　教員を志し､ 仕訳 ･ 元帳 ･ 試算表 ･ 8 桁精算表（初歩的な）のしくみを理解している学生
4 時間等　毎週木曜日（授業日）13時30分から15時。Ｌ614にて。4 月17日（木）から25回。
5 質問日  当該演習問題について個別に質問がある場合、授業日における毎週火曜日 9 時30分から16時15分（休憩12時から
13時）。教職課程センター（東側）にて。4 月22日（火）から25回。
6 その他　詳細は、初回 4 月17日（木）に
7 問合せ　教職課程センター　　冨田律夫
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（図09）　簿記実践演習の実施要項（抜粋）
　　教員採用試験合格のための簿記実践演習（わかりやすい簿記教室） 担当　冨田律夫
1 　目的　
①　教員採用試験の教科「商業」における出題内容の「簿記」問題について、解答の仕方を熟知し全問正解を目指す。
そのため、わかりやすい解説と問題演習を行う。
②　過去の出題（25年度、26年度）について、配点を分析すると、1 次試験の教科専門Ⅰならびに 2 次試験の教科専門
Ⅱは、100点のうち、「簿記」の出題はそれぞれおよそ33％から39％を占める。この傾向は続くと予想される。
③　ここに言う「簿記」とは、高校教科書「簿記」「会計」（会計は 1 部分のみ）「原価計算」の範囲である。
④　出題されやすい問題の理解と全問正解できる実力を身につける。
2 　内容　
①　1次試験の教科専門Ⅰならびに 2 次試験の教科専門Ⅱの内容について
②　過去問題の解答解説
③　模擬問題の演習
　　範囲　高校教科書「簿記」「会計」（会計は 1 部分のみ）（いわゆる商業簿記）
　　高校教科書「原価計算」　　　　　　　　　　　　　　 （いわゆる工業簿記）
3 　問題の傾向と着眼点
①　高校教科書「簿記」「会計」（会計は 1 部分のみ）「原価計算」の準拠問題集にある問題に準じて出題されている。
②　出題されやすい問題は基本的な問題である。
③　教科専門Ⅰの OCR 用紙や紙面の都合により、作成できる問題を考えている。
④　学習指導要領に準拠している全国商業高等学校主催の検定問題「簿記 2 級」「会計」（会計は 1 部分のみ）「原価計算」
も参考になる。
⑤　日商簿記検定 2 級の問題よりやさしい。
4 　対象　
①　教員を志している者
②　仕訳・元帳・試算表・8 桁精算表のしくみを理解していること。（ 8 桁精算表は初歩的な理解で可）
5 　人数　30人程度とするが、制限しない。学年は問わない。
6 　時間と場所
①　時間　毎週木曜日の午後、13時30分から15時00分
（ただし、教職関係行事が実施される場合はその終了後、15時から16時30分。変更する場合は、掲示等により事前に連
絡する。）
②　場所　一般教室
7 　開始日と予定
　　①　第 1 回は 4 月17日（木）～第14回は 7 月18日（木）。
　　②　第15回は 9 月18日（木）～第25回は11月20日（木）。
8 　演習内容　 全般的に出題されやすい問題のレベルを把握する
第 1 回　オリエンテーション、出題されている簿記の問題について全般的なこと。
　　　　出題されやすい仕訳問題と語句の問題（その 1 ）。（過去問題の解説を含む）
第 2 回　出題されやすい仕訳問題と語句の問題（その 2 ）。（過去問題の解説を含む）
第 3 回　出題されやすい計算問題。（過去問題の解説を含む）
第 4 回　出題されやすい特殊仕訳帳のしくみと伝票。（過去問題の解説を含む）
（伝票の問題は、作表（日計表や元帳転記など）と仕訳（起票、仕訳）の問題があるが、出題は紙面のスペー
スの関係で仕訳が適すると思われる。）
第 5 回　損益計算書や貸借対照表を作るための 8 桁精算表のしくみと解き方。（過去問題の解説を含む）
第 6 回　出題されやすい損益計算書と貸借対照表・その 1 。（過去問題の解説を含む）
第 7 回　出題されやすい損益計算書と貸借対照表・その 2 。（過去問題の解説を含む）
第 8 回　出題されやすい本支店合併損益計算書と貸借対照表。（過去問題の解説を含む）
第 9 回　出題されやすい個別原価計算。（過去問題の解説を含む）
第10回　出題されやすい個別原価計算（部門別）。（過去問題の解説を含む）
第11回　出題されやすい総合原価計算－単純総合原価計算。（過去問題の解説を含む）
第12回　出題されやすい総合原価計算－上記以外の総合原価計算。（過去問題の解説を含む）
第13回　出題されやすい標準原価計算。（過去問題の解説を含む）
第14回　出題されやすい直接原価計算。（過去問題の解説を含む）
第15回　出題されやすい製品の販売と決算、会社が大きくなり本社と工場が独立した場合の会計。
（過去問題の解説を含む）
第16回から第25回　総合演習、質問に答える時間を含む
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11　模擬問題の作成と今後の問題動向
――想定される新しい問題例
（1）「教科専門Ⅰ及び教科専門Ⅱ」について、
前述の分析を踏まえ模擬問題を作成した。旧
教科書からこれまで出題されていない箇所を
検討するとともに新しい教科書も参考にし
た。
（2）学科ごとに学習する科目が異なり、特定
の学科に有利となれば不公平となるため、「専
門性の深化」に繋がる「財務会計Ⅱ」「管理
会計」からは限定した箇所の出題になると考
える。
ただし、「原価計算」から「管理会計」に
移行した内容等これまで通りである。
（3）当座は旧教科書「簿記」「会計」「原価計
算」の範囲を中心として、新教科書「簿記」「財
務会計Ⅰ」「原価計算」の範囲からは多少の
新しい問題が想定される。
（4）「簿記」は、特に「営業費」が今回の改
訂により「販売費及び一般管理費」を使用す
ることとなったが、過渡期につき当座は「営
業費」が使用され、「販売費及び一般管理費」
を使用する場合は、「かっこ書き」または「た
だし書き」等により補足がされるものと考え
る。
（5）「財務会計Ⅰ」は、特に情報活用能力を
視野に入れていることから、これまでのよう
に財務諸表分析は比率の計算だけでなく、そ
の内容について文章で説明を問う問題が出題
される可能性が見込まれる。過去 5 年間で出
題されていない商品回転率や受取勘定回転率
の理解を確実にしておくこと、「純資産」を
使用することとなったので、「自己資本（純
資産）」と表示することが想定されることも
視野に入れておきたい。
（6）「原価計算」は、特に公式法変動予算を
採用した製造間接費配賦差異の分析や減損発
生にともなう度外視法による処理が追加され
たことから、差異分析や完成品原価・月末仕
掛品原価の計算が予想される。その関係から、
日商簿記 2 級の範囲が増えてくることが見込
まれる。
（図10）　「教科専門Ⅱ」【問題】例
1 　実際原価計算制度を採用している愛知工業（株）における当月の製造に関するデ－タから製造間接費差異に関する分析
を行い、（1）（2）を計算し答えよ。なお、（　）に借方差異または貸方差異を記入しなさい。
（1）予算差異
（2）操業度差異
資　料　
①　基準操業度（当月の直接作業時間）　　　　　　  　7,000時間
②　基準操業度における製造間接費固定費予算額　　￥  476,000
③　基準操業度における製造間接費変動費予算額　　￥ 1,302,000
④　当月の製造間接費実際発生額　　　　　　　　　￥ 1,748,700
⑤　当月の実際作業時間　　　　　　　　　　　　　　6,850時間
　　　なお、製造間接費については公式法変動予算を用いる。
【解答】
（1） 予算差異　￥ 1,400 （貸方差異） （2） 操業度差異　￥ 10,200（借方差異）
（「教科専門Ⅰ」の問題ならば選択式に）
77
高等学校学習指導要領改訂にともなう教科「商業」における教員採用選考試験問題の考察
（7）「管理会計」は、特に「原価計算」から
移行した原価予測、同じ資料から全部原価計
算による損益計算書と直接原価計算を採用し
た損益計算書の作成が予想される。
12　おわりに
今回の改訂により、簿記会計分野の名称変
更や 5 科目構成になり、「基礎基本」と「専
門性の深化」の両方を視野に教科書が機能し
ていくことになる。かくして培われる能力は、
財務諸表を作成する能力、財務諸表・会計情
報を活用する能力、企業の社会的責任や会計
担当者の使命を理解し、倫理観をもって職務
を遂行する能力、グローバル化にともない変
更される法規や基準に迅速に対応する能力が
期待されている。（39）
そんな中で、「教科専門Ⅰ及び教科専門Ⅱ」
の問題動向は、旧教科書「簿記」「会計」「原
価計算」の範囲に加えて、新教科書における
新しい箇所が少しずつ加わり、新教育課程を
履修した学生が 4 年生になって採用選考試験
を受験する年に完全に切り替わると予想して
いる。それより早くなることがあれば、実施
要項に予告されると考えている。
いずれにしても、特定の学科を学んだ受験
生が有利にならないよう考慮して出題される
ものと考える。やはり、5 科目構成になった
趣旨及び内容をよく理解すること、その上で
簿記実践演習等を継続することが全問正解す
る力量を確実に培うこと、そのことが「教科
専門Ⅰ及び教科専門Ⅱ」の今後の問題動向を
把握することになると確信している。当該研
究実践の継続及びその成果をさらに検証して
いきたい。
参考文献
1 文部科学省検定済高校教科書「高校簿記」　新訂版　新
井清光、加古宣士執筆・編集　
（図11）　「教科専門Ⅱ」【問題】例
1 ．当月の資料によって、（1）（2）を計算し答えよ。
　（1）月末仕掛品素材費
　（2）月末仕掛品加工費
　資　料
①　月初仕掛品数量　　200個（50％）
②　月初仕掛品原価　　素材費　￥  26,400　　　　加工費　￥  21,600
③　当月製造費用　　　素材費　￥ 250,800　　　　加工費　￥ 394,400
④　正常減損　　　　　100個
⑤　月末仕掛品数量　　300個（60％）
⑥　完成品数量　　　 1,800個
 
　＜備考＞①　素材は製造着手のときに投入される。
　　　　　②　（　　）内は、加工進捗度を示す。
　　　　　③　正常減損は工程の終点において発生した。
　　　　　④　度外視法により、正常減損は完成品のみに負担させる
　　　　　⑤　月末仕掛品の評価は平均法による。                                    
【解答】
（1） 月末仕掛品素材費　￥ 37,800 （2） 月末仕掛品加工費　￥ 36,000
（「教科専門Ⅰ」の問題ならば選択式に）
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12 文部科学省検定済高校教科書「財務会計Ⅰ」　大塚宗治、
川村義則執筆・編集　
 平成26年 1 月発行　実教出版　
13 財務会計Ⅰの指導のポイントと留意点～教科書の変更・
改善点を中心に～
 横浜市立横浜商業高等学校教諭　粕谷　和生　じっ
きょう商業資料96号　
 2014年 2 月10日発行　実教出版　Ｐ19
14 同上　Ｐ19
15 同上　Ｐ19　Ｐ20
16 同上　Ｐ20
17 同上　Ｐ20
18 文部科学省検定済高校教科書「会計実務」　加古宜士、
政岡光宏、勝島敏明執筆・編集　
 平成24年 1 月25日発行　実教出版
19 高校教科書「財務会計Ⅱ」目次・年間指導計画案　実
教出版ホームページ
20 文部科学省検定済高校教科書「原価計算」　新訂版　伊
藤博執筆・編集
 平成24年 1 月25日発行　実教出版
21 文部科学省検定済高校教科書「原価計算」　伊藤博、伊
藤嘉博執筆・編集　
 平成26年 1 月発行　実教出版
22 原価計算の指導のポイントと留意点～教科書の変更・
改善点を中心に～
 横浜市立横浜商業高等学校教諭　粕谷　和生　じっ
きょう商業資料97号　
 2014年 5 月24日発行　実教出版　Ｐ15　
23 同上　Ｐ15　
24 同上　Ｐ15
25 同上　Ｐ14
26 同上　Ｐ14
27 高校教科書「管理会計」目次・年間指導計画案　実教
出版ホームページ
28 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅰ」　平成26年度　
 愛知県教育委員会
29 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅰ」　平成25年度
 愛知県教育委員会
30 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅰ」　平成24年度
 愛知県教育委員会
31 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅰ」　平成23年度　
 愛知県教育委員会
32 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
79
高等学校学習指導要領改訂にともなう教科「商業」における教員採用選考試験問題の考察
科専門Ⅰ」　平成22年度　
 愛知県教育委員会
33 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅱ」　平成26年度　
 愛知県教育委員会
34 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅱ」　平成25年度
 愛知県教育委員会
35 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅱ」　平成24年度
 愛知県教育委員会
36 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅱ」　平成23年度　
 愛知県教育委員会
37 愛知県公立学校教員採用選考試験問題　教科「商業」「教
科専門Ⅱ」　平成22年度　
 愛知県教育委員会
38 平成27年度愛知県公立学校教員採用選考試験受験案内　
愛知県教育委員会　Ｐ13　Ｐ15
39 新学習指導要領「会計分野」について－「簿記」につ
いて－　
 商業教育資料84号　2010年 4 月20日発行　実教出版　
Ｐ5
